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感染症発生動向調査事業  

秋田県における RS ウイルス感染症の発生動向（2019～2021 年） 

 

○藤谷陽子  齊藤志保子*1   伊藤佑歩  今野貴之  佐藤由衣子 
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1. はじめに 

RS ウイルス感染症は，乳幼児期に発症するこ

とが多く，生後 1 歳まで半数以上，2 歳までに

ほぼ全ての幼児が一度は感染するといわれてい

る呼吸器感染症である。初感染例の 20～30％に

細気管支炎や肺炎といった症状がみられ，特に

新生児が感染すると無呼吸発作を呈することも

あるため注意が必要である 1)。感染経路は，飛

沫感染と接触感染であり，感染力が強く，幼稚

園や保育園（幼保施設）では集団で感染する場

合もある。  

秋田県感染症情報センターでは，感染症の流

行状況の把握を目的に，県内の患者発生状況と

病原体探索の両面から情報の収集・解析・発信

を行っている。RS ウイルス感染症については，

県内 35 の小児科定点医療機関から患者情報を

収集し，県内 9 の病原体定点医療機関から提供

された検体は RS ウイルスの検索を実施し病原

体情報として収集している。近年，RS ウイルス

感染症は秋頃に患者数が多くなる傾向にあり，そ

れにともなって病原体の検出が見られている。  

2020 年に国内で新型コロナウイルス感染症の

流行が始まって以降，RS ウイルス感染症をはじ

め定点把握対象疾患の発生状況にも変化が生

じ，例年の季節的な流行がみられなくなった 2)。

そこで，今回，RS ウイルス感染症の 2019～2021

年の発生動向についてまとめたので報告する。  

 

2. 対象と方法 

2.1 定点あたり患者数及び集団感染事例数 

 2019 年第 1 週～2021 年第 52 週について，県

内 35 小児科定点医療機関からの患者報告を週

ごとに集計し，定点あたり患者数（1 医療機関あ

たりの平均患者数）を算出した。  

また，集団感染事例を保健所からの報告をも

とに患者が在籍する年齢区分別クラスを集計

し，事例数に対しての比率を算定した。  

 

2.2 病原体検出数 

 2019 年 1 月 1 日～2021 年 12 月 31 日に県内 9

病原体定点医療機関で採取された 1,965 検体の

うち，咽頭拭い液等，呼吸器由来の 1,266 検体

（2019 年 502 検体，2020 年 405 検体，2021 年

359 検体：同一患者からの重複検体含む）につ

いて，リアルタイム PCR による RS ウイルスの

検出を試みた。  

 

3. 結果 

3.1 定点あたり患者数及び集団感染事例数 

定点あたり患者数は，2019 年は第 32 週（8/5

～8/11）から増加傾向となり，第 37 週（9/9～9/15）

に定点あたり患者数 3.12 のピークを迎え，その

後収束した（図 1）。この状況は，例年と同様

の傾向であった。2020 年は 2019 年からの継続

した患者発生が第 9 週（2/24～3/1）まで確認さ

れたが，その後は秋頃の流行時期になっても患

者数の増加がみられなかった。2021 年は，第 13

週（3/29～4/4）から急激に増加し始め，第 25 週

（6/21～6/27）に定点あたり患者数 4.18 とピーク

になり，大きな流行が例年よりも早期にみられ

た。この傾向は，全国的にも同様であった 3)。 

集団感染事例の報告数は，2019 年は 15 事例，

2020 年は 0 事例，2021 年は 90 事例だった。報

告は全て幼保施設での集団事例だった。このう

ち，在籍クラスの報告があった 2019 年 12 事例， 

2021 年 72 事例を比較すると，2019 年は，12 事

例中 11 事例（91.7％）で 0 歳児クラスにおける

患者発生を認めた（図 2）。2021 年は 0 歳児ク

ラスにおける患者発生は 72 事例中 49 事例（68.1

％）と，その割合がやや低下した一方，1 歳児ク

ラスの患者発生が 72 事例中 66 事例（91.7％）と

患者発生クラスとして最も多くなり，2019 年よ

りも 1 クラス上の年齢層への拡大が認められた。

*1 元秋田県健康環境センター  
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3.2 病原体検出数 

2019 年は 26 検体，2020 年は 2 検体，2021 年

は 55 検体が検出され，検出率はそれぞれ 5.2％，

0.5％，15.3％であった。2021 年の検出率は 2019

年の約 3 倍となった。  

 

4. 考察 

新型コロナウイルス感染症は，2019 年 12 月

に探知され，国内においては 2020 年 3 月に第一

波となる流行が始まった。2020 年 4 月からは，

全国的な緊急事態宣言の発出により，休校や保

育施設の休園などの措置がとられ，外出自粛を

求められた。また，マスクの着用や手洗いの励

行等の感染対策も推奨された。RSウイルスの感

染経路は，主に飛沫感染と接触感染であること

から，これらの対策が功を奏し，2020 年の患者

数の減少に繋がったと推測される。しかしなが

ら，2021 年には他の呼吸器疾患とは異なってRS

ウイルス感染症は増加傾向となり，初夏にピー

クを迎える大きな流行となった。2021 年には徐

々に社会活動が平常に戻りつつあり，特に労働

者のため保育園等では活動が再開されていた。

一方で，RSウイルス感染症の好発年齢である乳

幼児は，適切なマスク着用や，集団生活での接

触感染の回避などが難しく，感染対策が不十分

であった可能性が考えられる。また，2021 年の

集団感染事例患者の年齢層が 2019 年よりもや

や高くなっている可能性が示唆されたことか

ら，2020 年に患者発生が少なかった影響により，

免疫がない，もしくは減衰した感染し易い幼児

の割合が 1 歳児以上にも多くなったことも流行

の要因となった可能性が考えられた。  

 

5. まとめ 

 秋田県内の RS ウイルス感染症は，2019 年は

第 37 週で流行のピークとなったが，2020 年は

流行がみられなかった。2021 年には，新型コロ

ナウイルス感染症流行前の 2019 年とは異なる

時期の第 25 週に流行のピークがみられた。集団

感染事例報告のあった幼保施設では，2019 年よ

りも 2021 年の方が患者の年齢層がやや高くな

り，2020 年に流行が起きなかったことで免疫が

ない，あるいは減衰した幼児が多くなったこと

が流行拡大の要因になった可能性が考えられ

た。今後も感染症の発生動向について，関係す

る医療機関や保健所等の協力を得ながら情報の

収集・解析・発信に努めていきたい。  
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生活衛生行政検査

公衆浴場等におけるレジオネラ属菌の検出状況（2017～2021 年度）

○髙橋志保 今野貴之 伊藤佑歩 鈴木忠之

1. はじめに

レジオネラ属菌はもともと土壌や環境水など

の自然界に存在している細菌で，感染すると，

レジオネラ肺炎やポンティアック熱といったレ

ジオネラ症を引き起こす。近年は循環式浴槽，

冷却塔，加湿器などからもレジオネラ属菌が検

出され，それらから生じたエアロゾル（細かい

水滴）がレジオネラ症の原因となっている事例

が報告されている。

秋田県では，「レジオネラ属菌検査実施要領」

に基づき，温泉施設，公衆浴場，旅館などの浴

場を対象に，施設の衛生管理状況の確認を行う

とともに，検査結果に基づく衛生指導を行うこ

とによりレジオネラ症の発生を未然に防止する

ことを目的として，これらの施設の浴槽水等の

レジオネラ属菌検査を実施している。

今回は，2017～2021 年度に実施した検査の結

果について報告する。

2. 方法

2.1 対象

2017～2021 年度における県内 6 保健所管内（A
～F）の計 50 施設（延べ数として 80 施設）の浴

槽水 201 検体及び浴槽水以外の原湯等 106 検体，

計 307 検体（各施設 2～4 検体）を対象とした。

2.2 検査方法

2017～2019 年度は検水 200 mL を冷却遠心濃

縮法で，2020 年度からは，2019 年 9 月 19 日に

発出された通知「公衆浴場における浴槽水等の

レジオネラ属菌検査方法について（薬生衛発

0919 第 1 号）」に基づき，検水 500 mL を濾過

濃縮法で，それぞれ 100 倍濃縮検水とした。50
℃，20 分間の熱処理後，100 µL を WYOα寒天

培地に塗布し，36±1℃で最長 7 日間培養した。

レジオネラ属菌と推定されるコロニーを計数し，

BCYEα寒天培地および羊血液寒天培地に画線

培養した。BCYEα寒天培地のみに発育したも

のをレジオネラ属菌として，レジオネラ免疫血

清「生研」（デンカ）及び衛生微生物技術協議

会レジオネラレファレンスセンターから配布さ

れたレジオネラ免疫血清を用いて菌種及び血清

群の確認を行った。

レジオネラ属菌であることが確認できたコロ

ニー数をもとに，試料 100 mL あたりのレジオ

ネラ属菌数（CFU / 100 mL）を算出した。

遊離残留塩素濃度は，各保健所担当者が検体

採取時に測定した。

3. 結果と考察

レジオネラ属菌は 14 施設，35 検体（浴槽水

27 検体，原湯等 8 検体）から検出された。検出

さ れ た 菌 種 は ， 13 施 設 が Legionella
pneumophila ，1 施設が L. londiniensis であり，

複数の菌種が検出された施設はなかった。血清

群は，L. pneumophila が検出された 13 施設のう

ち， 7 施設から複数の血清群が検出され， L.
londiniensis は 2 群のみ検出された。レジオネラ

属菌数は，10～6,400 CFU/100 mL であった。な

お，1 施設からは 2 年続けてレジオネラ属菌が

検出され，菌数は前年度の約 40 倍であった（表

1）。

公衆浴場における衛生等管理要領によると，

浴槽水の消毒には塩素系薬剤を使用し，浴槽水

中の遊離残留塩素濃度を 0.4 mg/L 程度に保ち，

かつ最大 1 mg/L を超えないよう努める，と示さ

れている。浴槽水 201 検体のうち，遊離残留塩

素濃度が 0.4～1 mg/L に保たれていたのは 49 検

体（24.4 %），0.4 mg/L 未満であったのは 88 検

体（43.8 %）で，レジオネラ属菌が検出された

浴槽水 27 検体のうち，26 検体が 0.4 mg/L 未満

であった。原湯等については，遊離残留塩素濃

度は示されていないが，水質基準として「レジ

オネラ属菌が検出されないこと」とされている。
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今回の調査では，遊離残留塩素濃度が 0.4 mg/L
未満の原湯等 8 検体からレジオネラ属菌が検出

された。遊離残留塩素濃度が 1 mg/L を超える検

体は，浴槽水 64 検体，原湯等 24 検体で，レジ

オネラ属菌が検出された検体はなかった（表 2）。

2017～2021 年度において，レジオネラ属菌が

検出された検体の遊離残留塩素濃度は，35 検体

中 34 検体が 0.4 mg/L 未満であったことから，浴

槽水については，可能な限り遊離残留塩素濃度

を適切に維持することが重要である。原湯等に

ついては，レジオネラ属菌が混入あるいは増殖

しうる環境であるならば，状況に応じて適切に

配管設備等の清掃や消毒を行うなどの対応が必

要である。一方で，遊離残留塩素濃度が 5 mg/L
と高濃度の検体もあり，消毒の際には塩素系薬

剤の適切な使用が望まれる。

今回の調査において，定期的な行政検査の際

はレジオネラ属菌が不検出であったが，利用客

がレジオネラ症患者として届出がなされ，それ

に伴い実施した検査で浴槽水から複数の血清群

のレジオネラ属菌が検出された施設があった。

行政検査実施時にレジオネラ属菌が不検出であ

っても，衛生管理に不備があればレジオネラ属

菌が増殖する可能性がある。施設におけるレジ

オネラ症対策では，定期的な検査とともに清掃

や消毒作業などの日常的な衛生管理の徹底が重

要である。

4. まとめ

レジオネラ属菌の検出率は，浴槽水 201 検体

中 27 検体（13.4 %），原湯等 106 検体中 8 検体

（7.5 ％）であった。検出されるレジオネラ属

菌数が多い検体もあることから，レジオネラ症

予防の観点からも，適切に清掃・消毒作業を行

うことが重要である。

0.4 未満 0.4～1.0 1.0 超 0.4 未満 0.4～1.0 1.0 超

検体数（% ） 88* (43.8) 49 (24.4) 64 (31.8) 67 (63.2) 15 (14.2) 24 (22.6)

レジオネラ属菌検出数 26 1 0 8 0 0

*：塩素系薬剤を使用していない2検体を含む

浴槽水（n = 201） 原湯等（n = 106）遊離残留塩素濃度
（mg/L ）

表 2 浴槽水と原湯等の遊離残留塩素濃度

表 1 レジオネラ属菌検出状況
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食品衛生対策事業

LC-MS/MS による食品中の不揮発性腐敗アミン類の一斉分析

○古井真理子 藤井愛実*1 松渕亜希子

1. はじめに

不揮発性腐敗アミン類の一種であるヒスタミ

ンは，腐敗や発酵の過程で，食品中のヒスチジン

にヒスタミン産生菌の酵素が作用して生成する

食中毒の原因物質である。ヒスタミンによる食中

毒は，過去 10 年間における国内の化学性食中毒
の中で最も発生件数が多く，主な原因食品は，サ

バ，マグロ，イワシなどの赤身魚やその加工品，

調理品である 1，2)。同じく不揮発性腐敗アミン類

のチラミンやカダベリン等は，ヒスタミンと一緒

に摂取することで，ヒスタミン解毒酵素の阻害や

ヒスタミンの腸管吸収を促進し，ヒスタミンの作

用を増強させるといわれている 3)。

食品中の不揮発性腐敗アミン類の分析法は，従

来から高速液体クロマトグラフ (HPLC) 法 4)が

利用されているが，この方法は前処理操作が煩雑

で，迅速性に欠ける。食中毒発生時には，迅速な

原因究明と被害拡大防止が求められるため，近

年，高感度かつ高選択性を有する液体クロマトグ

ラフタンデム質量分析計 (LC-MS/MS) を用い
た分析法が報告されている 5，6)。今回，当センター

でも LC-MS/MS による不揮発性腐敗アミン類の
一斉分析法を検討し，県内流通食品について調査

を行ったので，その概要を報告する。

2. 方法

2.1 標準品

ヒスタミン二塩酸塩，トリプタミン及びフェネ

チルアミン（2-フェニルエチルアミン）は富士フ
イルム和光純薬製，チラミン塩酸塩，カダベリン

二塩酸塩，プトレシン二塩酸塩及びスペルミジン

三塩酸塩はナカライテスク製，アグマチン硫酸塩

は東京化成工業製を使用した。各標準品を 0.1 M
塩酸に溶解し，標準原液（1 mg/mL）としたのち，
各標準原液を 1 mL ずつ混合し，0.1 M 塩酸で 10
mL に定容して混合標準溶液（100 µg/mL）を調
製した。

2.2 添加回収試験

添加回収試験の試料はマグロ刺身，焼き塩サ

バ，魚醤を粉砕・均一化して用いた。CODEX 委
員会のヒスタミン基準値 3)を参考に，混合標準溶

液を，マグロ刺身と焼き塩サバは 100 µg/g（品
質基準），魚醤は 400 µg/g（魚醤の衛生基準）
となるよう添加し，添加回収試験（n＝3）を行っ
た。

2.3 県内流通食品試料

試料は，令和 3 年度に秋田県内で流通していた
マグロ刺身，カツオたたき，ブリ刺身，焼き塩サ

バ，しめサバ，サバ水煮缶詰，マグロ水煮缶詰，

カツオ油漬缶詰，焼きサンマ，サンマ味噌煮，魚

醤 5種（県内製造のしょっつる，A～E とする）
を粉砕・均一化して用いた。

2.4 前処理法及び測定条件

試料の前処理法を図 1 に，LC-MS/MS の測定条
件を表 1 に，イオン化条件を表 2に示す。なお，
一部のアミン類はガラスに吸着する 5)ため，ガラ

ス製の器具やバイアルは直接使用しないように

した。

図 1 前処理法

*1 秋田県生活環境部生活衛生課
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表 1 測定条件

表 2 ＭＲＭ条件

3. 結果及び考察

3.1 検量線及び定量下限

0.1 ng/mL～25 ng/mL の範囲（8 点）で，ピー
ク面積による絶対検量線を作成した。スペルミジ

ンを除き良好な直線性（相関係数 0.999 以上）で
あり，スペルミジンは相関係数 0.975 であった。
また，食品中に残留する農薬等に関する試験法

の妥当性評価ガイドライン 7)に示されている定

量下限の指標を参考に，ピークの S/N 比を求め
た。トリプタミン，チラミン，フェネチルアミン，

ヒスタミン，アグマチン，カダベリンの 6成分は
0.1 ng/mL～0.25 ng/mL から S/N 比≧10 を満たし
ていた。プトレシン及びスペルミジンは 2.5
ng/mL から S/N 比≧10 を満たし，S/N 比≧3を満
たすのはプトレシンは 0.5 ng/mL から，スペルミ
ジンは 1.0 ng/mL からであった。

3.2 添加回収試験

3.1の結果から，プトレシン及びスペルミジン
を除く6成分について，各試料の添加回収試験を
実施した。結果を表3に示す。各試料の回収率は6
成分すべてが75～119 %であり，良好であった。

表 3 添加回収試験結果（平均回収率(％)，n=3）

相対標準偏差は魚醤試料のアグマチン及びカダ

ベリンがやや高い結果となったが，概ね良好な結

果が得られた。なお，ブランク試料から微量検出

された場合は差し引いて回収率を算出した。

検討の際，回収率が変動することがあり，カラ

ムに試料中のナトリウムイオン等の夾雑物が残

存していることが懸念された。そのため，試料を

測定後，超純水20 µLを注入し，B液：0 %（0 min）
→0 %（54 min）→100 %（55 min）→100 %（70 min）
の条件でカラム内を洗浄し，その後平衡とピーク

強度の確認として，1.0 ng/mL標準液を2回（魚醤
は3回）繰り返し測定してから次の試料を測定す
ることで，測定結果が安定した。

3.3 県内流通食品試料

県内流通食品試料の結果を表 4に示す。ほとん
どが定量下限値未満で，検出された試料は魚醤 2
種のみであり，CODEX 委員会のヒスタミン基準
値である魚醤の衛生基準 40 mg/100 g と比較し
て十分に低い濃度であった。魚醤 A はヒスタミ
ン中毒を起こす魚類としてファクトシート 3)に

記載のあるイワシ及びサンマが原材料に含まれ，

魚醤 B は魚種を特定しない魚という原材料表記
であった。魚醤 C～E はファクトシート 3)に記載

のないハタハタ，真鱈，ワカサギをそれぞれ原材

料としていた。基準値と比較して問題のない濃度

であったものの，魚種の違いがヒスタミン濃度の

違いにつながったと示唆された。
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表 4 県内流通食品試料の結果（mg/100 g）

4. まとめ

ヒスタミン，チラミン等 6 成分について，
LC-MS/MS 法による一斉分析法を検討した。アグ
マチン及びカダベリンは，魚醤ではばらつきがみ

られるものの，概ね良好な結果が得られ，本分析

法は食中毒発生時の分析として十分に適用でき

ると考えられる。プトレシン及びスペルミジンの

2 成分は定性のみ可能で，高濃度であれば定量で
きる可能性が示唆された。

また，今回調査した県内流通食品はすべて，

CODEX委員会のヒスタミン基準値を超えるもの
はなかった。今後も食中毒の原因究明のための分

析体制の整備に努めていきたい。
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令和 3 年度公共用水域水質調査事業

十和田湖の水質調査結果～令和 3 年 6 月の調査結果に関する一考～

鈴木大志 生魚利治

1. はじめに

十和田湖は，青森・秋田両県にまたがる面積

61 km2，最大水深 327 m の二重カルデラ湖であ
る。貧栄養湖で生活環境項目に関する水質環境

基準の類型として湖沼 AA（COD 1.0 mg/L 以下）
が当てはめられている。両県では，毎年 4 月か
ら 11月までの年 8回，湖内 9地点の各表層及び
水深 5 m における水質のモニタリング及び定点
における年 4 回の定点層別調査を分担して実施
している（図 1）。

図 1 十和田湖の水質調査地点

近年，湖心の COD は全層平均 75%値で 1.5
mg/L 前後と依然として環境基準値を超過して
いる。一方で湖心の透明度は「十和田湖水質・

生態系改善行動指針（平成 13年 8 月策定）」で
定める改善目標値（年平均値 12 m）を上回るな
ど，上昇傾向である 1)。しかし，令和 3 年 6 月
の調査では，例年は青色味がかった湖面の色相

が緑色味がかかった色相に変化するなど，例年

の十和田湖とは異なる水質状況が観測された。

そこで本報告では，COD，透明度，その他の
項目について直近 5 年間の経月変化をまとめ，
令和 3 年 6 月の水質調査結果について考察した
ので報告する。

2. 方法

青森・秋田両県が実施した，平成 28 年から令
和 3 年までの公共用水域水質測定結果を用いて
湖心の水質の経月変化の推移を比較した。また，

水深別の水質の状況を検証するため，令和 3 年
の定点層別調査結果を用いて湖内鉛直方向の水

質の経月変化を比較した。測定項目とその分析

方法は表 2のとおりである。

表 2 測定項目及び分析方法

3. 結果と考察

3.1 経月変化について

3.1.1 COD

湖心の COD（全層平均）の経月変化を図 2に
示す。令和 3年は，4月が 1.2 mg/L，5月が 1.0 mg/L
と直近 5 年間の同月と同程度の値であった。一
方で，6 月が 2.4 mg/L と直近 5 年間の同月と比
較して著しく高い値を示した。COD は水中の有
機物量の指標となるため，6 月は水中の有機物
量が急増したと考えられる。7 月以降は，7月が
2.0 mg/L，8 月が 1.6 mg/L と低下傾向が見られた
ものの，8 月以降は 1.6～1.8 mg/L の範囲で推移
しており，直近 5 年間の同月と比較すると 0.3
～0.5 mg/L 程度高い値となった。令和 3 年の湖
心の全層平均 75 %値は 1.8 mg/L となり，直近 5
年間の平均 1.4 mg/L よりも高い値となった。こ
れは，6 月に急上昇した水中の有機物が 7 月以
降にも影響したためと考えられた。

項目 分析方法

COD JIS K0102 の 17 KMnO4 酸化法（100℃）

透明度 海洋観測指針（透明度板）

SS 環境省告示第 59 号 付表 9

Chl-a 海洋観測指針（吸光法）

NH4-N JIS K0102 の 42.6 流れ分析法

NO3-N，NO2-N JIS K0102 の 43.2.6 流れ分析法

PO4-P JIS K0102 の 46.1.4 流れ分析法

水温 ﾒﾓﾘｰ水温深度計（JFE ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ社製）

定点
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図 2 湖心の COD（全層平均）の経月変化

図 3 湖心の透明度の経月変化

図 4 湖心表層の Chl-a の経月変化

※白抜きプロットは定量下限値未満であることを示す。

3.1.2 透明度

湖心の透明度の経月変化を図 3 に示す。令和 3
年は，4 月が 12.4 m，5 月が 12.6 m と直近 5年の
同月と比較して 2 m 程度高い値を示した。一方，
6月が 5.0 m と直近 5 年間の同月と比較して著し
く低い値となった。透明度は，水中の粒子量が多

いことで低下するため，6 月は湖内の粒子量が増
加したものと考えられる。7 月は 11.5 m と例年
並みまで上昇し，8 月以降は 14 m 前後とやや高
い値で推移した。令和 3 年の平均値は 12.1 m と
改善目標値である 12 m 以上を達成し，通年で見
ると透明度は高い年であった。

3.1.3 SS

湖心表層及び水深 5 m の SS（0.6 µm 以上）は，
平成 28 年から令和 3年まで，全ての月で定量下
限値（1 mg/L）未満であった。このため，令和 3
年 6 月の COD 上昇及び透明度の低下について，
SSとの相関は不明である。

3.1.4 Chl-a

湖心表層の Chl-a の経月変化を図 4 に示す。植

図 5 顕微鏡で観察されたウログレナ属

物プランクトン量の指標である Chl-a は，令和 3
年 4 月及び 5 月はそれぞれ 1.6 µg/L，0.4 µg/L
と，各月の例年値と比較して低い値を示した。6
月は 4.6 µg/Lと直近 5年間の同月と比較して約 4
倍と著しく高い値を示した。7月以降は，例年並
みの値まで低下し，7 月～11 月は 0.3～0.9 µg/L
の範囲で推移した。年によって差はあるものの，

例年，4 月は他月と比較して相対的に高い傾向に
あり，直近 5 年間は 4 月から 6月にかけて概ね減
少する傾向が見られた。このことから，令和 3
年 6 月の Chl-a 濃度は特異的に高い値であり，植
物プランクトンの突発的な増殖が考えられた。

令和 3 年 6月の湖水（表層及び水深 5 m）を顕
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NH4-N

NO3-N

NO2-N

PO4-P

図 6 湖心表層の Chl-a 及び栄養塩類の経月変化

※白抜きプロットは各項目の定量下限値未満であることを示す。

図 7 定点の層別 NO3-N 濃度の季節変化（R3）

※白抜きプロットは定量下限値未満であることを示す。

図 8 定点の層別水温の季節変化（R3）

微鏡で観察したところ，黄色鞭毛藻綱のウログレ

ナ属（Uroglena sp.）が確認された（図 5）。ウロ
グレナ属は春から初夏に水温が 20 ℃程度にな
ると特に増えるとされており 2)，6 月の特異的な
COD 上昇及び透明度の低下は，ウログレナ属の
突発的な増殖に起因する可能性が高いと考えら

れた。

3.2 ウログレナ属の増殖に関する考察

3.2.1 栄養塩類と Chl-a の関係性について

湖心表層の栄養塩類（NH4-N，NO2-N，NO3-N，
PO4-P）の経月変化を図 6 に示す。植物プランク
トンの増殖に関与する各栄養塩の濃度は，

NH4-N，NO2-N 及び PO4-P はほとんどの月で報告
下限値未満であるため経月の変化については把

握できないものの，NO3-N は例年ほぼ同様の傾
向を示し，4 月が最も高く，5 月，6 月と減少し 7
月以降ほぼ報告下限値未満となる。この傾向は

Chl-aの経月変化と類似していた。
定点の層別調査結果（図 7）を見ると，5 月は

表層から水深 85 m まで NO3-N 濃度は均一であ

る。一方で，6 月から 9 月にかけては表層から水
深 30 m までの NO3-N はほぼ検出されず，水深
50 m から 85 m までは 0.02～0.07 mg/L 程度と表
層付近の濃度と比べて高い濃度で検出され，月の

経過とともに濃度は上昇する。NO3-N は，降水
や周辺沢水から流入する他，有機物の分解により

生成する。表層付近は植物プランクトンにより消

費され濃度が低下する一方で，50 m 以深では光
が届かないため植物プランクトンにより消費さ

れないことから濃度が上昇するものと考えられ

る。また，十和田湖では図 8 のとおり例年 6月頃
から水温躍層が形成され停滞期となるため，湖水

の鉛直方向の循環は停滞するが，秋の循環期を終

えると下層部から表層部へ NO3-N が供給され，4
月から 6 月の植物プランクトンの増殖に利用さ
れると考えられる。この機構は，PO4-P について
も同様であると考えられるが，濃度レベルが低い

ため把握には至っていない。

例年 6 月の表層部は，栄養塩類が不足すること
で植物プランクトンの増殖も抑制されるものと

考えられることから，令和 3 年 6月に発生したウ
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ログレナ類の増殖は，直前に何らかの形で表層部

に栄養塩類の流入があったと考えられる。

3.2.2 調査日直近の気象状況及びその影響につ

いて

表層部に栄養塩類の流入する要因を調べるた

め，調査日（令和 3 年 6 月 15 日）直近の気象状
況を調べたところ，5 月 17 日から 6 月 3 日まで
の間にまとまった降雨が複数回確認された（図

9）。平成 17 年に十和田湖で実施された降雨時流
入河川負荷量調査では，窒素及びリンの全流入量

に占める洪水期間の割合を，T-N が全流入量の
87 %，NO3-N が 70 %，T-P が 92 %，PO4-Pが 38
%としている 3)。令和 3年も，複数回のまとまっ
た降雨により，湖内へ直接又は周辺沢水を経由し

て栄養塩類が供給されたものと考えられる。ま

た，まとまった降雨のあった 6 月 3 日以降は，好
天気が続き日照量が多く（図 10），気温も平年
と比べて高い日が続いたため（図 11），水温が
上昇しウログレナ属の増殖に適した条件が揃っ

たものと考えられる。

5. まとめ

令和 3年の十和田湖の水質は，6 月を除き，お
おむね例年並みの結果であった。

6 月は COD の上昇及び透明度の低下が顕著で
あった。これは，ウログレナ属が増殖したことに

よるものと推察された。この増殖の要因は，まと

まった降雨による表層付近の栄養塩類の濃度上

昇及びその後の好天が続いたことと考えられた

が，各項目の実測値には反映されておらず検証は

できていない。降雨直後の湖水中の栄養塩類の濃

度把握は今後の課題である。

なお，ウログレナ属の増殖は平成 3年等，過去
にも観察された記録がある 4)ことから，十和田湖

では稀に起こる現象と考えられる。今後も一定の

条件が満たされることで，ウログレナ属が突発的

に増殖し，これに伴う COD の上昇及び透明度の
低下が起こる可能性が考えられる。

今後も水質データを蓄積し，長期的な変化だけ

ではなく，突発的な変化についても検証を重ね，

十和田湖の水質改善につなげることが重要と考

える。

図 9 日別の降水量（休屋）

図 10 日別の日照時間（休屋）

図 11 日別の平均気温（休屋）
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LC-MS/MSによる食品中の
不揮発性腐敗アミン類の一斉分析

秋田県健康環境センター　理化学部　理化学班
○古井真理子　藤井愛実*　松渕亜希子　　

　　
　　*秋田県生活環境部生活衛生課　　

1

タンパク質やアミノ酸の微生物的腐敗による分解や発酵の過程で

生じた物質のうち、不揮発性のもの 

不揮発性腐敗アミン類とは

出典：衛生試験法・注解2020　

種類 性質

　ヒスタミン ・食中毒の原因物質

　チラミン、フェネチルアミン、
　カダベリン、プトレシン

・食品の腐敗の指標
・ヒスタミン解毒酵素を阻害し、ヒスタミンの腸管吸収を増強
（食品中のチラミンは片頭痛の原因物質との報告あり。）

　 トリプタミン、アグマチン、スペルミジン等 ・食品の腐敗の指標

タンパク質
↓

トリプトファン
↓

トリプタミン

フェニルアラニン
↓

フェネチルアミン

アルギニン
↓

アグマチン

他にも・・・

モルガン菌などの
ヒスチジン脱炭酸酵素
を有する細菌が増殖
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ヒスタミン食中毒とは

原 因 食 品

　赤身魚やその加工品、　調理品が多い

焼き物（照焼・漬焼・
干し除く）
22%

焼き物（照焼）
16%

焼き物（漬焼）
13%

焼き物（干し）
11%

揚げ物
21%

生もの
7%

煮物
2%

不明
8%

出典：登田ら，国内外におけるヒスタミン食中毒(2009）

　

  　焼き物：全体の約６０％
  　生もの：７％
　

常温下での調味液への漬け込みなど、
温度管理の不備によるものが多い

ヒ ス タ ミ ン 食 中 毒 事 例 の 調 理 法

発 生 状 況

国内の
化学性食中毒の中では
最も発生件数が多い

　

年間 約10件
患者数 200名程度

症 状

　顔面紅潮、じんましん、

　頭痛、発熱など

ヒスタミンは加熱しても壊れない

3

ヒスタミンの中毒濃度と基準

他、EU、アメリカ、カナダ、オーストラリア、ニュージーランドで基準が
設定されている。

食 品 中 の ヒ ス タ ミ ン 濃 度 に
関 す る C O D E X 委 員 会 ＊の 基 準

中 毒 症 状 と 食 品 中 の
ヒ ス タ ミ ン 濃 度 の 関 係 （ 推 定 ）

　 5mg/100g以下   安全域である

　 5～10mg/100g
  感受性が高いグループでは
  食中毒を生じる可能性がある

　 10～100mg
                /100g

  食中毒を生じる可能性があり、
  軽度～中程度の症状を呈す

　 100mg/100g
                    以上

  食中毒を生じる可能性が高く、 
  重篤な症状を呈す

出典：登田ら，国内外におけるヒスタミン食中毒(2009）

品目
ヒスタミン基準値

品質基準
（鮮度低下指標）

衛生基準
（安全性指標）

　急速冷凍された魚（骨付き及び骨抜き）

10 mg/100g 20 mg/100g

　マグロ類及びカツオの缶詰
　イワシ及びイワシ製品
　魚類の缶詰
　急速冷凍された魚の切り身ブロック、
  魚のすり身、及びそれらの混合物
　急速冷凍されたフィッシュスティック、
  魚の切り身（パン粉又は衣付き）
　急速冷凍された魚の切り身
　塩漬けアンチョビーの煮干
　塩漬けニシン及び塩漬けスプラット
　魚醤 ー 40 mg/100g

出典：食品安全委員会　ファクトシート（ヒスタミン）（最終更新日：令和３年３月３０日）

・・・ヒスタミンは食品中に一定程度存在

ヒスタミン含有量と
食中毒濃度域との比較が重要！

食中毒
発生時

＊国際食品
　規格委員会
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使用機器と本検討の目的
液体クロマトグラフ タンデム質量分析計

Liquid Chromatograph tandem Mass Spectrometer（LC-MS/MS）

◆　様々な化学特性を持つ多種類の成分を、一斉に分析できる
◆　ppｂ（１０億分の１…魚1kg中のヒスタミン1μg）単位の
　　 極微量成分の測定が可能

【目的】
　 ヒスタミンによる健康被害が疑われる場合、迅速な原因究明と
　 被害拡大防止の一助となるよう、LC-MS/MSによる不揮発性
　 腐敗アミン類の一斉分析法を構築する

5

前処理法

ろ過

１０万倍まで希釈し、
食品中の夾雑物の影響を排除

酸によりタンパク質を変性

ナトリウムイオンなどの
夾雑物の影響が大きい
魚醤は4０万倍まで希釈

※一部のアミン類はガラスに吸着するため、
　　ガラス製の器具やバイアルは直接使用しない
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測定条件
　測定条件 　MRM条件

　試料１回測定
↓

洗浄
↓

平衡とピーク強度
の確認

超純水20 µLを注入し、
B液：0 %（0 min）→0 %（54 min）
→100 %（55 min）→100 %（70 min） 

            で洗浄する

絶対検量線の1ng/mLのみを
2回 (魚醤は3回) 繰り返し測定

試料中のナトリウムイオンなど、
夾雑物をしっかり洗うことを期待して
A液に塩類を入れない

7

添加回収試験の方法

◆　マグロ刺身・焼き塩サバ・魚醤を粉砕・均一化して使用
◆　試料に混合標準溶液を添加し、添加回収試験

　　　（ｎ＝３）を実施
　　　マグロ刺身及び焼き塩サバ　：　試料に100μg/g添加
　　　魚醤　：　試料に400μg/g添加

CODEX委員会の
ヒスタミン基準値を考慮した

添加回収試験を実施
　

ヒスタミン品質基準値に相当

魚醤のヒスタミン衛生基準値に相当
8- 15 -



検量線及び定量下限の結果

項  目 

 成  分
相関係数

S/N比
10以上
(ng/mL)

S/N比
3以上

(ng/mL)

 トリプタミン 0.999 0.1 0.1

 チラミン 0.999 0.1 0.1

 フェネチルアミン 0.999 0.1 0.1

 ヒスタミン 0.999 0.1 0.1

 アグマチン 0.999 0.1 0.1

 カダベリン 0.999 0.２５ 0.1

 プトレシン 0.999 2.5 0.5

 スペルミジン 0.975 2.5 1.0

この6成分は、　
　 CODEX委員会の
　 ヒスタミン基準値の
　 濃度で、定量可能と
　　    　　　　　考えられる
      （添加回収試験で回収率１00%
　      のとき、1.0ng/mLの値で検出）

この2成分は、
　 １.0ng/mLの濃度　
　　　　　　   では定性のみ

S/N比は、
定量下限の指標

とした

検量線範囲：0.1～25ng/mL(8点) 良好な直線性

添加回収試験の実施

9

添加回収試験の結果

試　料
成　分

マグロ
刺身

焼き
塩サバ 魚醤

 トリプタミン 92.6
(2.6)

91.6
(5.0)

74.5
(2.1)

 チラミン 85.6
(2.5)

100.3
(7.2)

83.0
(2.9)

 フェネチルアミン 96.1
(2.8)

109.9
(4.1)

91.0
(2.7)

 ヒスタミン 107.1
(2.9)

108.7
(3.4)

86.0
(1.5)

 アグマチン 109.4
(4.1)

112.9
(4.8)

91.9
(13.5)

 カダベリン 113.1
(6.0)

119.4
(3.7)

106.1
(15.4)

(     )内は相対標準偏差(%)

〔目標値〕

◆　回収率 ： 70～１２０％

◆　併行精度 ： １0％以下

平均回収率(%)，n=3

概ね、目標値を
満たす良好な

結果が得られた

　　　（相対標準偏差）
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秋田県内流通食品試料の調査
①マグロ刺身　　　　　　 ②カツオたたき　　　　　　③ブリ刺身　　　　④焼き塩サバ

⑤しめサバ　　　　　　　　⑥サバ水煮缶詰　　　　⑦マグロ水煮缶詰　　⑧カツオ油漬缶詰

⑨焼きサンマ

⑩サンマ味噌煮
⑪魚醤Ａ　　⑫魚醤B　　⑬魚醤C　　⑭魚醤D　　⑮魚醤E

原材料名 イワシ、サンマ、
イサザアミ、食塩

食塩、魚、調味料
（アミノ酸等） ハタハタ、食塩　　　　　真鱈、食塩　　　　　わかさぎ、食塩

＊魚醤は全て県内製造のしょっつる

11

県内流通食品の結果

－は定量下限値未満（カダベリンを除く5成分：＜0.1ng/mg，カダベリン：＜0.25ng/mg）

CODEX委員会の
　「魚醤のヒスタミン衛生基準：40mg/100g」と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　比較して十分に低い濃度 

ヒスタミン中毒を
起こす可能性が
低い魚種

ヒスタミン中毒を
起こす可能性の

ある魚種
魚種の違いが

ヒスタミン濃度の
違いにつながった？

各魚醤に
含まれる魚種

試  料
成  分

マグロ
刺身

カツオ
たたき

ブリ
刺身

焼き
塩サバ

しめ
サバ

サバ
水煮

マグロ
水煮

カツオ
油漬

焼き
サンマ

サンマ
味噌煮

魚醤A 魚醤B 魚醤C 魚醤D 魚醤E

トリプタミン － － － － － － － － － － － － － － －

チラミン － － － － － － － － － － － － － － －

フェネチルアミン － － － － － － － － － － － － － － －

ヒスタミン － － － － － － － － － － 6.2 5.8 － － －

アグマチン － － － － － － － － － － － － － － －

カダベリン － － － － － － － － － － － － － － －

イワシ
サンマ
イサザアミ

魚（魚種不明）

ハタハタ

真鱈

わかさぎ

12

単位：ｍｇ/１００ｇ
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考察とまとめ

◆ LC-MS/MS法による一斉分析法を検討した。
 

◆ 鮪刺身、焼き塩鯖、魚醤の３種の食品において、添加
    回収試験を行い、ヒスタミン、チラミン、トリプタミン、   
    フェネチルアミンについては良好な結果が得られた。
    アグマチン及びカダベリンは、魚醤では、ばらつきが
    みられるものの、概ね良好な結果が得られた。
    これら6成分は食中毒発生時の分析に適用できると
    考えられる。
 

◆ プトレシン及びスペルミジンの2成分は定性のみ可能
    で、高濃度であれば定量できる可能性が示唆された。

◆ 今回調査した県内流通食品はすべて、CODEX委員会
    のヒスタミン基準値を超えるものはなかった。

13
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